 eq \o\ad(行政財産目的外使用許可書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
○○第○○○号　　

令和○○年○○月○○日　　

（所在地）
（氏名または商号及び代表者名）　様

岡崎市長　中根　康浩　　　　　

　令和６年○○月○○日付けで申請のありました行政財産の目的外使用については、次の条件をつけて許可します。

記

（使用を許可する物件）

第１条　使用を許可する物件（以下「許可物件」という。）は次のとおりとする。
	所在及び施設名称
	種類及び数量

	○○○○
	2.0㎡


（使用目的）
第２条　使用を許可された者（以下「使用者」という。）は許可物件を自動販売機設置スペースとして使用しなければならない。
２　公共施設における自動販売機設置事業者募集要項に定める自動販売機設置仕様書及び物件調書を遵守しなければならない。
（使用許可期間）
第３条　使用を許可する期間は令和○年○月○日から令和○年○月○日までとする。

（使用料）
第４条　使用料は、年額金○○,○○○円とする。

（使用料の納付）
第５条　前条に規定する使用料を本市が発する納入通知書により、本市の定める納期限までに岡崎市出納取扱い金融機関又は収納取扱い機関に納付しなければならない。
（延滞金）
第６条　前条の納入通知書に記載された納期限までに使用料を納付しなかったときは、岡崎市税外収入の延滞金に関する条例に基づき、納付すべき使用料の額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年7.3パーセントの割合を乗じて計算した額に相当する額の延滞金を納付しなければならない。
（使用上の制限）
第７条　使用者は、許可期間中、許可物件を第２条の使用目的以外に使用してはならない。

２　使用者は、許可物件について修繕等その他の行為をしようとするとき、又は使用計画を変更しようとするときは、事前に書面をもって本市の承認を受けなければならない。

（権利譲渡等の禁止）

第８条　許可物件を第三者に転貸し、又は許可物件に関わる権利を第三者に譲渡してはならない。
（物件保全義務等）

第９条　許可物件は、地方自治法第238条の４第７項に規定する制限の範囲内で使用させるものであり、使用者は善良な管理者としての注意をもって許可物件を維持保全、火災予防等に努めなければならない。
２　前項の維持保全等のため通常必要とする修繕費その他の経費は、使用者の負担とし、その費用を本市に請求しないものとする。
３　第三者との間に紛争を生じた場合は、使用者の責任と負担において解決しなければならない。
　（実地調査等）

第10条　本市において必要があるときは、許可物件について随時に実地調査し、資料の提出又は報告を求め、その他の維持使用に関し指示することができる。この場合において、使用者は、調査等を拒み、妨げ、又は怠ってはならない。

（許可の取消し又は変更）

第11条　次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。

⑴　使用者が許可条件に違反したとき。
⑵　本市において使用許可した物件を必要とするとき。

⑶　使用者又はその役員等が、岡崎市暴力団排除条例（平成23年12月21日岡崎市条例第31号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員の利益となる活動を行う者であることが判明したとき。
⑷　使用者から、次条に定める使用辞退の申し入れを受けたとき。
２　前項により使用許可の全部若しくは一部を取り消し、変更することによって生じた損失についてはこれを補償しないものとする。

（使用辞退の申し出）
第12条　使用者は、第３条に定める許可期間にかかわらず、許可物件の使用を辞退する旨を、許可物件の返還を予定する日の１箇月前までに、本市所定の様式より本市に申し出、次条で規定する義務を履行することにより、許可の取消しを受けるものとする。

（許可物件の返還）

第13条　第３条に定める許可期間が満了するとき又は第11条の規定により本市が許可を取り消したときは、使用者の費用をもって許可物件を原状に回復し、返還しなければならない。ただし、本市が特に必要ないと認めるときはこの限りではない。
２　許可物件の返還にあたっては、許可期間が満了するときはその満了日までに、本市が許可を取り消したときは本市の指定する期日までに、前項に定める方法により行うものとし、本市職員の検査を受けるものとする。

（使用料の還付）

第14条　既納の使用料については還付しない。ただし本市において特別の事情があると認める場合はこの限りでない。

　（損害賠償等）

第15条　使用者は、その責めに帰する理由により、許可物件の全部又は一部を滅失若しくはき損したときは、当該滅失又はき損による許可物件の損害額に対する相当する金額を損害賠償として支払わなければならない。ただし、使用者が自己の費用をもって物件を原状回復した場合は、この限りではない。
２　使用者は、許可期間が満了したとき、又は本市が使用許可を取り消したときにおいて、本市が指定する期日までに許可物件を返還しないときは、返還すべき期日の翌日から返還した日までの期間に応ずる使用料の額（使用料を減免されている場合には、本市の基準により算定した使用料の額）に相当する金額の損害賠償金を支払わなければならない。
３　前２項に掲げる場合のほか、使用者は、この許可に定める義務を履行しないため本市に損害を与えたときは、その損害額に相当する金額を損害賠償として支払わなければならない。

　（有益費等の放棄）

第16条　使用者は、第13条の定めにより許可物件を返還するときは、使用者が支出した必要費及び有益費が現存している場合であっても、本市に対しその償還等の請求をすることができない。

　（補則）

第17条　この許可について定めのない事項については、すべて本市の指示に従うものとする。

	この処分について不服等がある場合 

	　
　１　この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、岡崎市長に対して審査請求をすることができます。

２　また、審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、岡崎市を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することもできます。
なお、審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であれば、この処分の取消しの訴えを提起することができます。


